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　NECは1899年に創業された、日本初の外
国資本 との合弁企業であり、創業当初は外国
製電話機 ・交換機 ・電灯等の販売を主に手が
けておりました。
　現在NECグ ループの連結売上高は2009年
度実績で約3兆6,000億円、連結従業員数は
約14万人を数えており、事業範囲もITサー
ビス ・ITプnダクト、ネッ トワークシステ
ム、社会インフラ、パーソナルソリューショ
ン等と広範に及んでおります。
　中国事業に関しまして も、2010年3月末
実績での連結売上高は2,700億円、連結従業
員数は約12,000人、在中法人数 も58社の規
模となっております。
　NECのグループ企業理念 は、"NECは
C&Cをとおして世界の人々が相互に理解を
深め、人間性を十分に発揮する豊かな社会の
実現に貢献 します。"であり、1990年に制定
しました。
　またこの企業理念に基づき2007年当時、
C&C宣言40周年にあたる2017年に向けたビ
ジョンとして、"人と地球にやさしい情報社
会をイノベーシ ョンで実現するグローバル
リーディングカンパニー"を新たに制定して
おります。
　NECはこれらのグループ企業理念 ・グ
ループビジョンの下、地球環境とも共存した
安心 ・安全な社会インフラにより、豊かな個
人生活を実現する社会である、"人と地球に
やさしい情報社会"の実現に向けて、より多
くの貢献を果たして行 きたいと考えておりま
す。
　NECの海外戦略についてご説明します。
先ず基本目標は、"2012年迄に海外売上高で
1兆円、同比率で25%以上を目指す"こ と
です。
　その際、従来より重視してきたアジア地域
に加 えて、BRICs等の新興国市場が高成長
を続けていること等を勘案、中でも特に成長
著しい中華圏APAC市 場を重視する戦略を
採用 しております。
　 ご承知の通 り、中華圏APAC市場は他市
場と比較した場合、人口密度が非常に高く、
その著 しい経済成長に伴い、サービス分野に
対する需要が非常に高まっております。
　NECは同市場に対し、これまでに培った
ITとネットワークのノウハウを活用、クラ
ウドをサービス提供のプラッ トフォームとし
て様々な業種向けサービスを開発 ・提案する
ことで、引き続きお客様のニーズにお応えし
ていきたいと考えてお ります。
　NECは 「C&Cクラウド」において、4
つのコアテクノロジーを活用、3つの事業を
展開致します。
　まずこれまでに培ったITとネットワーク
のノウハウを最大限に活用したクラウドサー
ビスの提供です。既に金融や流通、製造、中
堅 ・中小向けなど、様々な業種向けのサービ
スをクラウド形式で提供 しており、今後もお
客さまのニーズに応じてメニューを拡大しま
す。
　次に、企業や自治体など、お客さまがクラ
ウ ドサービスを提供するためのクラウド環境
の構築です。NEC自身の基幹システムをク
ラウドに置き換えた実績などをもとに、完成
度の高いシステムをお客さまに提供いたしま
す。
　さらに、クラウドシステムの構築に必要な
プラットフォームの提供です。エンドユーザ
向けの端末を含めて、ITとネットワークの
融合によるクラウド時代のプラットフォーム
をグmバ ルに販売していきます。
　このようにNECは、サービスからクラウ
ド環境の構築、エンドユーザ向けの端末を含
めた一貫 したソリューションで、「エンター
プライズ」「テレコムキャリア」「ソーシャル
インフラ」の3つの領域のお客さまに対し、
Quality　of　Lifeをご提供させて頂きたく考
えてお ります。
　 最近次第に耳にされる機会が増えてきた
"クラウ ド"に関してですが
、これは"ネ ッ
トワークを介 して、多様な端末からITを利
用できるサービズ として定義可能であると
考えます。またクラウドを導入 されるお客様
は、"ICT導入の際の初期投資抑制 ・導入ス
ピー ドアップ"効果による恩恵を享受出来る
様になります。
　NECはその"ク ラウ ド"に、 これまで
培った通信 ・情報 ・環境関連技術を投入、お
客様にとってより価値の高い"C&Cク ラウ
ド"をご提供致 します。
　 これ らの状況を踏まえた上で、NECグ
ループもグローバル五極体勢(日 本を含める
と六極)を既に構築済であり、特に中華圏を
(日本を含めた)六極中のQ重 点地域 として
位置付けております。
　NECの中国事業は、1972年の可搬型衛星
通信地球局納入にその端を発しております。
　同システムは日本が中国との国交回復を果
たすこととなった、日中共同声明の調印式
(田中角栄首相、周恩来首相)を 全世界に
TV中継する際に使用されました。
　 また1991年には中国初となる半導体一貫
生産の工場を北京市に設立、また2003年に
は中国市場 ・中国社会に根づいた最先端技術
の研究やイノベーションプロセスの推進を行
うべ く、北京市にNEC中国研究院を設立、
現地の政府機関 ・大学 ・企業と共にLTE(最
新の大容量通信規格)や クラウドを始めとし
た、最新技術の研究 ・開発 を行っておりま
す。
　中国におけるNECグループの現地法人は
52社、中国企業 との合弁企業はITソリュー
ション関連を中心に7社を設立、これらの現
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地法人 ・合弁企業を通 じて中国市場向けに
ITソリューション ・NWソ リューションを
幅広く提供しております。
　またNECグ ループはその他地域 と同様、
中国での社会貢献活動も非常に重視 してお
り、これまでにも現地法人社員が参加する植
林活動や、口本語を学ぶ中国人学生の為の日
本語書籍の寄贈、災害発生時の募金活動等を
実施してお ります。
　当社の注力事業である"C&Cクラウド"
について、より詳細にご説明させて頂 きま
す。クラウド時代ではあらゆるデータが電子
化(e-Data化)され、それ らのデータが企
業や社会のシステムと連携することにより、
便利で新 しいサービスが創造されるものと考
えております。
　例えば、自動車の走行データが道路 ・交通
システムと連携することで、渋滞の解消や総
CO　2排出量が抑制可能な高度交通情報シス
テムが実現されます。
　 また個人が登録する日々の健康情報 を医
療 ・保険システムと連携させることで、個々
人に最適な予防医療メニューの提供が可能と
なり、社会全体での医療費抑制を実現出来る
ようになります。
　以降は実際の導入例となりますが、現在マ
カオの出入国検査場や香港国際空港等では、
NECの指紋認証 ・顔認証システムを使用頂
いております。
　NECの指紋認証技術 ・顔認証技術は世界
トップクラスの性能 ・品質を有 しており、厳
密なセキュリティチェックを必要 とされるお
客様に対 しても、最適なシステムを構築 ・提
供することが可能です。
　NECは高精度なデータ収集技術 とシステ
ム間連携技術により、安心 ・安全な社会の実
現に貢献させて頂いていると自負 してお りま
す。
　 中国の大手医薬品流通業のお客様には、
NECの温度 トレーサビリティシステムを採
用頂いております。
　 これは温度センサ付 きRFIDを医薬品の
輸送箱に取 り付け、一定時間おきにその温度
情報を記録、荷物の到着時に一括してその情
報を読み取 り本社へ送信す るシステムであ
り、これによりワクチンや血液製剤など、高
価で厳密な温度管理が必要な医薬品を安心 ・
安全に送 り届けることが可能となっておりま
す。
　 また輸送中、温度異常が一定時間続 くと運
転手ヘアラームが発信されへ即座に対応出来
る様になってお ります。
　医薬品以外でも、当社RFIDソリューショ
ンは農産物や生鮮食料品の品質管理にも幅広
く活用されており、安心 ・安全な物流や企業
の効率的な生産活動に大 きく貢献してお りま
す。
　 またNECは2010年5月以降、中国の大規
模病院向けに開発した、 トータル医療情報
パッケージの販売を開始 しております。
　同パッケージは医療事務 ・オーダリング ・
電子カルテをはじめとした、各種部門システ
ムを統合した製品で、データを病院内のみな
らず地域として共有することが可能となって
いる為、内部業務の効率化、患者さんに対す
る医療サービスのレベル向上に寄与 しており
ます。
　中国では2009年4月、「医薬衛生体制改革
重点実施案」の発表を契機に医療制度改革が
本格1ヒ、今後も医療情報市場の更なる成長が
見込まれておりますので、NECは様々な中
国企業とのパー トナーシップの下、中国での
医療ソリューション事業を拡大、医療分野へ
の更なる貢献を目指します。
　NECはルノー 日産 とのアライアンスの
下、電気自動車用電池事業を展開中であり、
2010年7月からはリチウムイオン電池の量
産をスタートさせました。また翌8月には北
米地域初となる、公共用急速充電器の認証を
取得 しております。
　 またNECは 保有する基礎技術 とICTビ
ジネスを通 じた様 々な経験 に基づ き、
HEMS(ホー ムエネルギー管理システム)や
BEMS(ビルエネルギー管理システム)、ス
マー トグリッド(次世代送電網)事業を、中
国を始めとした中華圏APAC市 場向けに積
極展開する計画です。
　NECの中国におけるR&D活 動について
ご説明します。
　先程も一部ご説明申し上げておりますが、
2003年にはNEC中国研究院を設立しており
ます。
　 同研究院はNECが全世界に有する5箇所
のR&D拠点の重要な一角であり、中国の優
秀な研究者の下、中国市場の需要 ・特性を重
視 したICT先端技術の研究開発 を行ってお
ります。
　 またNECは情報 工業化部傘下の中国電信
研究院との間で、定期的な技術交流を実施、
1995年からは政府関係者 ・通信キャリア ・
ベンダー各位ご出席の下、通信技術セミナー
を共同開催しております。
　次に中国関連でのパー トナーシップ事例と
して、以下3項 目をご説明します。
　 クラウド事業では、2010年8月に中国東
軟グループ(中 国SI市場におけるシェア
トップ5)と の問で合弁会社設立契約に調
印、今後は中国企業や日系を含めた外資企業
向けにクラウドサービス提供を行います。
　LTEやフェムトセル(低 出力の携帯電話
用超小型基地局)、光通信事業では武漢郵電
科学研究院と協業中です。
　 また先 日日本でもニュースにな りました
が、レノボグループとはPCの合弁会社設立
を本年1月付けで発表、今後はPCのみなら
ずタブレット端末やサーバ等での事業連携に
関しても検討を進めて行 きます。
　これからの中国事業戦略に関しては、現状
分析及び同ソリューションの観点からご説明
します。
　中国の好調な経済成長(2010年度GDP:
前年比10.3%増、世界第二位)に 伴いICT
市場規模も急速に拡大、その結果、2011年
には中国のICT市場規模が 日本を金額ベー
スで上回ることが既に予想されてお ります。
　中でも、近年サービス ・ソリューション事
業分野の成長が著しく、NECとしても中国
(及び中華圏)で の重点注力事業を、①電力
&オー トモーティブ/②交通&通 関/③医療
&ヘルスケアの3分野に設定致しました。但
し上記各分野での競争力維持を図る為には、
日本を含めたその他海外市場同様、パー ト
ナー確保を含めた現地でのアライアンス強
化 ・促進が不可欠であります。
　一方、NECグループの在中現地法人に於
ける中国人ホワイトカラースタッフ数(合
計)が既に5,000人を上回っているにも関わ
らず、各社 トップマネージメント(経営者)
レベルでの中国人採用は必ずしもスムースに
進んでおりません。
　かかる状況下、NECは①優秀な人材の確
保/② 日中間に於ける産学官連携機会の創出
を積極的に推進します。
　 "①優秀な人材の確保"に 関しては、現地
でのアライアンス強化 ・促進+社 内マネージ
メント強化を図るべ く、優秀な中国人幹部候
補スタッフを積極的に採用、育成します。そ
の際期待する人材像 としては、"イノベー
ティブな発想に基づき、行動出来る人(内向
き思考はNG)""市場ニーズの汲み取 り能力
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が高い人"に なります。
　また"② 日中間に於ける産学官連携機会の
創出"に関しては、重点注力事業のキーとな
るアプリケーションやビジネスモデル等につ
いて、新 しい世代のアイデアを活用する為、
日本及び中国にある大学の各研究機関との連
携をより一層強化します。
　その中核拠点としてNEC中国研究院を活
用、各大学の研究者が相互交流出来る場をよ
り多く提供致します。
　NECはこれらの活動を通 じて、中国での
更なる事業展開のみならず、中国経済発展に
対する貢献及びアジア経済 を支える未来の
リーダー候補育成に寄与したいと考えてお り
ます。
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